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○居宅サービス 

＜訪問サービス＞ 

・訪問介護 

・訪問入浴介護 

・老人訪問看護 

・訪問リハビリテーション 

・居宅療養管理指導 

＜通所サービス＞ 

・通所介護 

・通所リハビリテーション 

＜短期入所サービス＞ 

・短期入所生活介護 

・短期入所療養介護 

＜その他の居宅サービス＞ 

・特定施設入居者生活介護 

・福祉用具貸与 

・特定福祉用具販売 

○施設サービス 

・介護福祉施設サービス 

・介護保健施設サービス 

・介護療養施設サービス 

 

○居宅介護支援 

・居宅介護支援 

○介護予防サービス 

＜訪問サービス＞ 

・介護予防訪問介護 

・介護予防訪問入浴介護 

・介護予防訪問看護 

・介護予防訪問リハビリテーション  

・介護予防居宅療養管理指導 

＜通所サービス＞ 

・介護予防通所介護 

・介護予防通所リハビリテーション  

＜短期入所サービス> 

・介護予防短期入所生活介護 

・介護予防短期入所療養介護 

＜その他の介護予防 

サービス＞ 

・介護予防特定施設入居

者生活介護 

・介護予防福祉用具貸与

・特定介護予防福祉用具

販売 

市町村が指定・監督を行うサービス 

○地域密着型サービス 

・夜間対応型訪問介護 

・認知症対応型通所介護 

・小規模多機能型居宅介護 

・認知症対応型共同生活介護 

・地域密着型特定施設入居者生活介護 

・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

○地域密着型介護予防サービス 

・介護予防認知症対応型通所介護 

・介護予防小規模多機能型居宅介護 

・介護予防認知症対応型共同生活介護 

○介護予防支援 

・介護予防支援 

■その他の介護サービス 

・障害福祉サービス 

・地域活動支援センターにおいて行われる入浴、排せつ、食事等の介護及び機能訓練 

・知的障害児施設において行われる入浴、排せつ、食事等の介護 

・知的障害児通園施設において行われる入浴、排せつ、食事等の介護 

・盲ろうあ児施設において行われる入浴、排せつ、食事等の介護 

・肢体不自由児施設において行われる入浴、排せつ、食事等の介護 

・重症心身障害児施設において行われる入浴、排せつ、食事等の介護 

・身体上又は精神上の障害があることにより日常生活を営むのに支障がある者の居宅において行われる入浴、排

せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話 

・特定福祉用具販売及び特定介護予防福祉用具販売以外の介護福祉用具の販売 

・その他、厚生労働大臣が定める福祉サービス又は保健医療サービス 

※身体障害者更生援護施設（平成１８年１０月１日改正前の身体障害者更生施設、身体障害者療護施設及び身体障

害者授産施設に限る。）、知的障害者援護施設（平成１８年１０月１日改正前の知的障害者更生施設及び知的障害者

授産施設に限る。）については、「平成１８年厚生労働省令１６９号第２５条」により、平成２３年度末までの経過措置が

終了するまでは適用されることが定められています。 

都道府県が指定・監督を行うサービス 

＜助成金の対象となる介護関係業務＞ 

■介護保険法の規定によるサービス 

介護給付を行うサービス 予防給付を行うサービス 

介護給付を行うサービス 予防給付を行うサービス 
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● この助成金は、労働者を雇い入れた場合にただちに支給されるものではありません。支給対象期満

了後、支給申請を行い、支給決定を受けた場合に支給されるものです。支給申請書等の内容によっ

ては審査には時間がかかることがありますが、あらかじめご了承ください。 

また、助成金の支給は口座振り込みで行います。支給決定を通知してから、申請のあった口座に支

給されるまでに期間を要する場合がありますので、あらかじめご了承ください。 

 

● 支給申請書等の記載事項を確認するため、必要に応じて書類の提出又は提示を求めることがありま

すので、ご協力をお願いします。なお、これらの確認に協力が得られず、支給要件に照らして支給

申請書等の内容に疑義があると認められるときは、助成金を支給できないことがあります。 

 

● 同一の事由により、求職活動等支援給付金（雇用保険法施行規則第百二条の五第二項第五号に該当

する事業主に係るものに限る。）、特定求職者雇用開発助成金、緊急就職支援者雇用開発助成金、中

核人材活用奨励金、沖縄若年者雇用促進奨励金、若年者等正規雇用化特別奨励金、地域再生中小企

業創業助成金、中小企業基盤人材確保助成金、介護雇用管理助成金、訓練等支援給付金、職業能力

評価推進給付金、地域雇用開発能力開発助成金、中小企業雇用創出等能力開発助成金、中小企業労

働時間適正化促進助成金、試行雇用奨励金又は地方公共団体等の助成金等の支給を受けた場合には、

助成金は支給されません。 

 

● 雇用保険二事業で実施する助成金制度の適正な運営を図るため、支給申請の際、職業安定機関に対

して照会を行い、不支給要件などの内容を確認します。 

 ・労働保険料の滞納 

   申請日において、労働保険料を２年を超えて滞納している事業主については助成金を受給でき

ません。 

 ・給付金の不正受給 

   申請する日から遡って３年以内に、偽りその他の不正行為により、雇用保険二事業に係る各種

給付金を受け、または受けようとした事業主については助成金を受給できません。 

 

● 不正受給は犯罪です。偽りその他の不正行為により支給を受け、または受けようとした場合は、支

給決定の取消しまたは支給金額の全額の返還（年 5％の利息を加算）を求めます。また、その後一

定期間、雇用保険法に基づくその他の助成金を受給できなくなります。特に悪質なケースは、詐欺

罪として刑罰に処せられる場合があります。 

 

● 本助成金の支給制度は、行政不服審査法上の不服申立ての対象たる処分性を有しておらず、支給要

件に合致して初めて支給するものであるため、不支給又は支給の取消がなされた場合でも、同法に

基づく不服申立て、審査請求を行うことはできません。 

 

● この助成金は国の助成金制度の一つですので、受給した事業主については、国の会計検査の対象と

なることがあります。対象となった場合はご協力をお願いいたします。関係書類については、５年

間整理保存しておいてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

助成金申請のご相談は、最寄りの 

都道府県労働局（職業安定部）へ！！ 
 

助成金の受給に当たっては、このリーフレットに記載があ

るほかにも、各種要件があります。制度の詳細、申請に

当たってご不明な点等については、最寄りの都道府県労

働局の職業安定部へお問い合わせください。 お気軽にご相談ください！

 

＜ご注意＞ 


